
 

 

を前提とする管理手法の研究や、トングレール、転て

つ器の異常振動の検知等による管理手法の研究など

を進めている。 
 シミュレーション技術については、LRT や路線バ

ス、デュアルモードシステムなどを対象に、道路交通

と軌道系交通を模擬したシミュレーションによる評

価を行ない、公共交通システムの導入効果や、公共交

通優先信号を導入した場合の定時性確保に対する効

果および交通流への影響などについて、CO2排出量な

ど環境への影響も含め定量的評価を行なっている。 
 また、鉄道の運転状況を模擬することができる鉄道

安全性評価シミュレータ（図２）により、運転状況記

録装置から得られる実運行データおよび路線線形、運

行ダイヤに関する情報をもとにインシデント事象を

抽出し、安全運行に役立てるための研究を進めること

としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 鉄道安全性評価シミュレータ 
 
(3) 地方鉄道の維持・活性化に関する研究 
 地方鉄道の維持・活性化を目的として、センサ技術、

モニタリング技術といった新技術や汎用技術を利用

し、また、GPS、汎用無線等の通信技術を組み合わせ

て、プローブ車両の開発や画像解析による予防保全支

援システムの開発等を行い、地方鉄道の保守負担軽

減、省コスト化に資する研究を行なっている。 
 画像解析による予防保全支援システム（図３）は、

車載の画像センサの映像をもとに、地上信号機の現示

状態や踏切遮断機の動作状態などを画像解析により

確認し、予防保全に役立てることを目的としている。

GPS を用いて画像中における信号機や踏切遮断機の

位置を算出することにより、画像解析の処理負荷を大

幅に軽減し、リアルタイム性を確保している。得られ

たデータを蓄積していくことにより、人間では気づき

にくい経年変化を明らかにすることができ、予防保全

に適用できるものと考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 予防保全支援システムの画像解析例（踏切） 
 
２．２ 国際標準化への貢献と適合性評価（認証） 
 欧州では、鉄道技術の輸出を国家戦略と位置づけ、

国際標準化により、自国の技術を積極的に展開してい

る。また、多くの国が CO2 排出量の少ない鉄道に注

目し、国家プロジェクトとして鉄道整備を検討・推進

している。我が国も国家戦略として国際標準化に積極

的に関わることが重要である。このような背景から、

交通システム研究領域では、日本の優れた鉄道技術や

交通安全環境研究所の知見・経験を国際規格に反映さ

せるため、国際標準化活動に積極的に参画している。 
 また、日本の鉄道システムを海外へ展開するにあた

り、第三者機関から国際規格等に対する適合性認証を

取得することを要求されることが多くなり、海外展開

のハードルの一つとなっている。現在、交通安全環境

研究所では、鉄道技術標準化調査検討会（事務局：国

土交通省鉄道局、（公財）鉄道総合技術研究所）にお

ける検討結果を踏まえ、公正・中立の立場から、鉄道

分野における国際規格適合性認証を実施するための

体制づくりを進めている。 
 

３．今後の展開 
 交通システム研究領域では、研究の重点化を図り、

モーダルシフト、安全性・利便性向上、地方鉄道の維

持・活性化に関する研究を中心に取組んでおり、これ

らの研究を通じて、公共交通システムの観点から地球

環境問題への貢献を進めている。 
 これからも、交通安全環境研究所が有する台車試験

設備、シミュレータといった研究資産と、安全性評価、

国際規格適合性認証のような技術力を最大限活用し、

交通システム技術の一端を担う立場から、国の施策を

支援し、安全で豊かな国民生活に結びつく研究に積極

的に取組んでいきたいと考えている。 

 

 

 
 

５．環境にやさしい交通システムの提案のためのシミュレータ 
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１．はじめに 

近年、環境負荷低減をめざし様々な交通システムが

開発されてきているが、導入に至る事例は少ない。そ

の一つの理由として、導入効果がイメージしづらいこ

とや定量化しにくいことがあげられる。そこで、交通

研では、地域毎の特性を踏まえた上で、各種交通シス

テムの導入効果を試算し、定量的なデータを示すツー

ルとして、都市交通シミュレータを開発してきてい

る。本稿では、バイモーダルハイブリッドシステム等

の新しい交通システムの紹介とその導入効果の定量

化例について報告する。 
２．研究の背景 

２．１．地球温暖化問題 
 世界中の問題として、二酸化炭素などの温室効果ガ

スが増加しており、削減は急務である。京都議定書で

は、2008 年から 2012 年までの期間中に、先進国全体

の温室効果ガスの合計排出量を 1990 年に比べて 6％
の削減目標がある。 
 日本の 2009 年度までの温室効果ガス排出量は図１

の通りである１）。2009 年度の温室効果ガスの総排出

量は、12 億 900 万トンで、京都議定書の規定による

基準年の総排出量と比べると、4.1%削減された。対し

て、運輸部門全体は、2009 年度の CO2排出量は 5.8%

増である。特に、旅客部門に特化して見ると、全体と

して約 31%の増となっており、その約 88%を自動車

が占めている。自動車分野においても、燃費の改善や、

ハイブリッド自動車、ITS、ETC の導入など様々な取

組がされているが、運輸部門全体からするとその効果

は限定的といわざるを得ない。そのため、CO2排出量

を減らすという目的のためには、自動車の利用を減ら

す、すなわち自動車から公共交通へのモーダルシフト

が有効であると考える。 
 ただし、高齢化社会を迎えるにあたりドアツードア

で目的地まで輸送できるメリットは重要になってく

ると考えられるし、地方においては、公共交通の輸送

密度が低いために、自動車の方がむしろ輸送単位あた

りの CO2排出量が少ないという実態もある。 
 そのため、地方の都市部などある程度の需要が見込

める地域においては、その需要に見合った公共交通シ

ステムを導入し、過疎地域においては自動車主体とす

るなどの、より細やかな計画が必要となってくる。 
２．２．新しい交通システム 
以上の状況から、地域の規模や輸送量に応じて、相

応しい交通システムから選択する必要がある。また、

実際に新しい交通システムが提案されてきている。 
２．２．１．LRT（Light Rail Transit） 

 自動車からのモーダルシフト先となる公共交通と

して、注目されているのが LRT である。LRT とは、

併用軌道を用いたバリアフリーな都市交通システム

を軸としたまちづくりにより都市景観や環境等を向

上させるもので、ストラスブール（フランス）、ボル

ドー（フランス）、カールスルーエ（ドイツ）など、

ヨーロッパを中心に導入が進んでいる。 
 鉄道とバスの中間程度の輸送力を持ち、必要に応じ

て専用軌道を取り入れることによって速達性と定時

性を向上できることから、地方都市中心市街地のほか

郊外部に至る都市圏内の輸送等に適していると考え
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図 1 日本の温室効果ガス排出量 
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られる。日本国内においては、2006 年開業した富山

ライトレール、2009 年に富山地鉄における一部区間

の LRT 化がされているにすぎない。 

２．２．２．バイモーダル交通システム 

 街の中心部から郊外へ、また朝夕のラッシュ時間帯

とそうでない時間帯との間に輸送需要の大きな差が

あるような場合にその能力を発揮できると思われる

のが、バイモーダル交通システムである。 
 日本では、実用例として、名古屋ガイドウェイバス

があるが、高架軌道を利用する等コスト面から普及に

至っていない。現在は、JR 北海道で開発中の DMV
と交通研を中心に開発を行っているシステムがある。

後者のイメージ図を図３に示す。バス車両をベースと

し、交通量の多い区間はコンクリート軌道等の専用走

行路上を連結走行し、そうでない区間では一般道路上

の単独走行を行うことで柔軟かつ効率の良い公共交

通としての可能性を秘めている。 

２．２．３．超小型モビリティ 

自宅から最寄りの停留所や駅への末端交通におい

て、自家用車と比べてエネルギー効率と空間効率とを

高め、かつ天候に左右されない輸送機関として超小型

モビリティの検討が進められている。排気量 50cc ク
ラスのミニカーは一人乗りであるが、送り迎えや買い

物需要を考慮して二人乗りまでを考えている。衝突安

全性や燃費基準等が検討課題となっており、交通安全

環境研究所においてもこれらの課題への取り組みを

開始した。 

３．都市交通シミュレータ 
 以上のように、温室効果ガスの排出量削減の観点か

ら、公共交通システムへのモーダルシフトは急務であ

り、新しい交通システムの形はいくつか提案されてい

る。しかしながら、効果のある公共交通システムの構

築には、既存の自動車交通との協調が重要であり、そ

の地域毎の特性を考慮する必要がある。 
 そこで我々は、地域の特性を考慮した公共交通シス

テム導入を検討するため、交通シミュレータにより、

その地域毎の評価を行うことが重要と考え、地図情報

をベースとする「都市交通シミュレータ」を開発して

きた２）。 
 開発した都市交通シミュレータの概要を表 1 に示

す。交差点をノード、道路をリンクとするネットワー

ク上を、あらかじめ目的地を持った自動車が一台ずつ

信号の現示に従って、予め定められた加減速度で走行

し、走行速度からエネルギー消費量や二酸化炭素排出

量を算出できる。これに加え、公共交通であるバスも、

バス路線を定義することで、同様に走行すると共に、

バス停ごとに乗降人数に応じた時間、停車し、自動車

交通と衝突することなく、自動車と同じレーンを走行

が可能である。 
 さらに、前述の LRT や鉄道なども専用軌道として

定義し、時刻表と乗降人数に応じた停車時間に従って

走行する。LRT やバスに関しては一般の交通信号に

従う他、公共交通優先信号（PTPS）を定義すること

が可能である。 

図 2 富山ライトレール 

図３ バイモーダル交通システム 

 

図４ 超小型モビリティの例 

 

 

４．都市交通シミュレータを用いた検討例 

都市交通シミュレータを用いた導入事例を示す。 

那覇市は、東京や大阪と同等の渋滞損失があり、バ

ス路線は多いものの専用レーン等の施策が行われて

いないため、渋滞による影響が大きい。また、軌道系

交通としては、ゆいレールがあるのみである。 

 そこで、那覇市から郊外への国道沿いにLRTを敷設

することを検討し、シミュレーションを行った。都市

内（那覇市内）は、県内の主要施設が集中し、観光地

でもあることから慢性的に人が多くにぎわっている

ため、路面電車のように低速で電停間の距離を近く

し、高頻度に運行することが望ましい。しかし、少し

郊外に出ると、県道を多くの自動車が走行しており、

路面電車のような低速な車両では、自動車交通との旅

行時間に違いがありすぎ、利用者に便利なシステムと

はならない。 

そこで、都市内は路面電車のように走行し、郊外に

出るといわゆる鉄道と同じように走行させるシステ

ムであれば、自動車と同等の速達性を確保した上で自

動車よりも定時性を上げることができると考える。 

以上をふまえ、シミュレータを用いてケーススタデ

ィを行った。ケーススタディの範囲を図５に、シミュ

レーション条件を表２示す。那覇市内のモノレールの

駅との結節を考え、モノレールの旭橋駅から、片側3

車線以上の広い道路の中心部分に軌道を敷く。那覇市

内は路面電車として、電停間隔を 500m 以下とし、郊

外は2～3kmとする。 

シミュレーション結果を図６，７に示す。図６は、

現状とLRTを導入した場合の、1時間のシミュレーシ

ョンでの CO2排出量である。1 時間に同じ人数のトリ

ップがある場合、自動車に比べ、そもそも CO2排出量

が少なく、かつ定員の多い公共交通に多くの人が乗っ

た結果、全体のCO2排出量が少なくなることがわかる。 

また、図７では、平均速度を比較した。現状では、

自動車もバスも 20km/h 前後の速度であった。しかし

今回、郊外では高速（70km/h 程度）走行をする LRT

を導入することで、LRTは平均速度が約35km/hとなっ

表 1 都市交通シミュレータの概要 
機能 設定するパラメータ

道路
交差点をノードとする
ネットワークを構成

シミュレーション対象領域

サイクル長
オフセット
青矢現示にも対応

1台ずつルートを想定し
て走行

発生点から消滅点までの交
通OD表

前方を走る自動車の速
度に応じた走行

車間距離

同方向多車線にも対応 車線数
旅行時間・燃費・環境
負荷等の計算

大型・小型車に分けてパラ
メータを設定

LRTと同時走行 路線及び車両パラメータ
バスの同時走行 路線、時刻表、バス停

信号

自動車

他交通

信号に従った自動車交
通の再現

 

 

 

 

図５ シミュレーション範囲 

表２ シミュレーション条件 

路線 旭橋－宜野湾市 

交通 OD 交通センサスを利用 

交通信号 LRTに対してはPTPSを適用 

計算時間 1h（ラッシュ時間帯を想定） 
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図６ シミュレーション結果（二酸化炭素排出量） 
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図７ シミュレーション結果(平均速度） 
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られる。日本国内においては、2006 年開業した富山

ライトレール、2009 年に富山地鉄における一部区間

の LRT 化がされているにすぎない。 

２．２．２．バイモーダル交通システム 

 街の中心部から郊外へ、また朝夕のラッシュ時間帯

とそうでない時間帯との間に輸送需要の大きな差が

あるような場合にその能力を発揮できると思われる

のが、バイモーダル交通システムである。 
 日本では、実用例として、名古屋ガイドウェイバス

があるが、高架軌道を利用する等コスト面から普及に

至っていない。現在は、JR 北海道で開発中の DMV
と交通研を中心に開発を行っているシステムがある。

後者のイメージ図を図３に示す。バス車両をベースと

し、交通量の多い区間はコンクリート軌道等の専用走

行路上を連結走行し、そうでない区間では一般道路上

の単独走行を行うことで柔軟かつ効率の良い公共交

通としての可能性を秘めている。 

２．２．３．超小型モビリティ 

自宅から最寄りの停留所や駅への末端交通におい

て、自家用車と比べてエネルギー効率と空間効率とを

高め、かつ天候に左右されない輸送機関として超小型

モビリティの検討が進められている。排気量 50cc ク
ラスのミニカーは一人乗りであるが、送り迎えや買い

物需要を考慮して二人乗りまでを考えている。衝突安

全性や燃費基準等が検討課題となっており、交通安全

環境研究所においてもこれらの課題への取り組みを

開始した。 

３．都市交通シミュレータ 
 以上のように、温室効果ガスの排出量削減の観点か

ら、公共交通システムへのモーダルシフトは急務であ

り、新しい交通システムの形はいくつか提案されてい

る。しかしながら、効果のある公共交通システムの構

築には、既存の自動車交通との協調が重要であり、そ

の地域毎の特性を考慮する必要がある。 
 そこで我々は、地域の特性を考慮した公共交通シス

テム導入を検討するため、交通シミュレータにより、

その地域毎の評価を行うことが重要と考え、地図情報

をベースとする「都市交通シミュレータ」を開発して

きた２）。 
 開発した都市交通シミュレータの概要を表 1 に示

す。交差点をノード、道路をリンクとするネットワー

ク上を、あらかじめ目的地を持った自動車が一台ずつ

信号の現示に従って、予め定められた加減速度で走行

し、走行速度からエネルギー消費量や二酸化炭素排出

量を算出できる。これに加え、公共交通であるバスも、

バス路線を定義することで、同様に走行すると共に、

バス停ごとに乗降人数に応じた時間、停車し、自動車

交通と衝突することなく、自動車と同じレーンを走行

が可能である。 
 さらに、前述の LRT や鉄道なども専用軌道として

定義し、時刻表と乗降人数に応じた停車時間に従って

走行する。LRT やバスに関しては一般の交通信号に

従う他、公共交通優先信号（PTPS）を定義すること

が可能である。 

図 2 富山ライトレール 

図３ バイモーダル交通システム 

 

図４ 超小型モビリティの例 

 

 

４．都市交通シミュレータを用いた検討例 

都市交通シミュレータを用いた導入事例を示す。 

那覇市は、東京や大阪と同等の渋滞損失があり、バ

ス路線は多いものの専用レーン等の施策が行われて

いないため、渋滞による影響が大きい。また、軌道系

交通としては、ゆいレールがあるのみである。 

 そこで、那覇市から郊外への国道沿いにLRTを敷設

することを検討し、シミュレーションを行った。都市

内（那覇市内）は、県内の主要施設が集中し、観光地

でもあることから慢性的に人が多くにぎわっている

ため、路面電車のように低速で電停間の距離を近く

し、高頻度に運行することが望ましい。しかし、少し

郊外に出ると、県道を多くの自動車が走行しており、

路面電車のような低速な車両では、自動車交通との旅

行時間に違いがありすぎ、利用者に便利なシステムと

はならない。 

そこで、都市内は路面電車のように走行し、郊外に

出るといわゆる鉄道と同じように走行させるシステ

ムであれば、自動車と同等の速達性を確保した上で自

動車よりも定時性を上げることができると考える。 

以上をふまえ、シミュレータを用いてケーススタデ

ィを行った。ケーススタディの範囲を図５に、シミュ

レーション条件を表２示す。那覇市内のモノレールの

駅との結節を考え、モノレールの旭橋駅から、片側3

車線以上の広い道路の中心部分に軌道を敷く。那覇市

内は路面電車として、電停間隔を 500m 以下とし、郊

外は2～3kmとする。 

シミュレーション結果を図６，７に示す。図６は、

現状とLRTを導入した場合の、1時間のシミュレーシ

ョンでの CO2排出量である。1 時間に同じ人数のトリ

ップがある場合、自動車に比べ、そもそも CO2排出量

が少なく、かつ定員の多い公共交通に多くの人が乗っ

た結果、全体のCO2排出量が少なくなることがわかる。 

また、図７では、平均速度を比較した。現状では、

自動車もバスも 20km/h 前後の速度であった。しかし

今回、郊外では高速（70km/h 程度）走行をする LRT

を導入することで、LRTは平均速度が約35km/hとなっ

表 1 都市交通シミュレータの概要 
機能 設定するパラメータ

道路
交差点をノードとする
ネットワークを構成

シミュレーション対象領域

サイクル長
オフセット
青矢現示にも対応

1台ずつルートを想定し
て走行

発生点から消滅点までの交
通OD表

前方を走る自動車の速
度に応じた走行

車間距離

同方向多車線にも対応 車線数
旅行時間・燃費・環境
負荷等の計算

大型・小型車に分けてパラ
メータを設定

LRTと同時走行 路線及び車両パラメータ
バスの同時走行 路線、時刻表、バス停

信号

自動車

他交通

信号に従った自動車交
通の再現

 

 

 

 

図５ シミュレーション範囲 

表２ シミュレーション条件 

路線 旭橋－宜野湾市 

交通 OD 交通センサスを利用 

交通信号 LRTに対してはPTPSを適用 

計算時間 1h（ラッシュ時間帯を想定） 
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図６ シミュレーション結果（二酸化炭素排出量） 
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図７ シミュレーション結果(平均速度） 
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ただけでなく、自動車からLRTへの転換による自動車

走行台数の減少により、道路交通の渋滞も減少したた

めに平均速度が向上する結果となった。したがって、

既存の自動車交通に路面電車を導入すると、却って渋

滞が伸びるという懸念に対しては、LRT化させること

により、各交通機関とも平均速度が大きくなることが

定量的に示すことができた。ただし、LRT導入により、

自動車からLRTに転換する割合については、今後とも

精査をする必要がある。現在は、AHPにより、地域特

性を考慮した需要特性の変化（自動車からのモーダル

シフト量）に関する計算を行っている。 

５．新しい交通システムへの対応 

 バイモーダルハイブリッド、超小型モビリティとい

う新しい概念の交通システムについて、走行について

だけでなく、環境負荷や乗り換えを含めた旅行時間な

どの複数の視点からのシミュレーションすることが

必要である。そのため、本シミュレータにこれらの交

通システムを模擬できる機能を付加した。図８に、バ

イモーダルシステムの導入機能を、図９に、超小型モ

ビリティの導入画面例を示す。バイモーダル交通シス

テムでは、ターミナル駅で連結していた車両は分離し

別々の時刻表と行き先をもって走行する。逆に複数の

ルートからのバスをターミナル駅において連結し、一

つのバスとして走行させる。また、超小型モビリティ

の対応のため、これまでバス、普通自動車（乗用車）、

大型自動車（トラック等）の３車種を再現していたと

ころに、車両長、重さ、加速性能等が異なる新しい車

種を定義する。速度制限や、走行可能レーン等の超小

型モビリティ特有の条件については、今後対応してい

く予定である。 

 これにより、既存の交通システムの他、これらの新

しい交通システムの導入効果を環境面や利便性の面

から定量的に示し、地域毎の効果的な交通システム導

入の検討に利用していく。 

６．おわりに 

低炭素社会に向けて、交通分野の取り組みとして、

自動車から公共交通システムへのモーダルシフトは

不可欠である。自動車の CO2排出量の割合は大きいも

のの、輸送量の見込めない地域によっては、既存の公

共交通システムを導入すると、逆に CO2負荷が大きく

なる可能性もある。そのような中、交通システムは、

バス、LRT、鉄道など様々な選択肢があり、その地域

によって合ったものを導入することが望ましい。 

そこで我々は、都市交通シミュレータを開発し、LRT

に限らずあらゆる都市交通システム、パークアンドラ

イド、優先信号等の施策を模擬できる環境を整えた。 

ケーススタディでは、都市内は路面電車として、郊

外を鉄道として走行するLRTシステムを提案し、シミ

ュレーションを実施した結果、導入により、現在の自

動車交通を阻害することなく、利用者の速達性、定時

性ともに向上する可能性があることが示された。 

また、現在開発中の交通システムとして、バイモー

ダル交通システムや、超小型モビリティについて、シ

ミュレータ上で再現できるよう改良を行い、今後、各

交通システムの導入評価に生かしていく。 

今後は、本ツールのさらなる精度向上を目指すと共

に、利便性について、頻度、アクセス性等幅広い評価

項目を採り入れていき、利便性、アクセス性によるモ

ーダルシフトの効果についても、定量的に評価できる

ようにしていく。また、これを用いて他の交通システ

ムや他の地域についても積極的に公共交通導入の提

案していきたい。 
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図８ バイモーダル交通システムの仕様イメージ

 

図９ 超小型モビリティ走行イメージ 
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１．はじめに 
 省エネルギ、環境負荷低減や公共交通活性化の観点

から、輸送需要が少ない路線にも適する、低コストで

フレキシブルな中量輸送機関が必要とされる。そこで

バスを基本とし、専用路の連結走行と一般路の個別走

行が可能な「バイモーダル交通システム」の開発を実

施している。本発表ではバリアフリー低床車両、光学

的非接触案内、連結・分離運行管理等に関する技術検

討および実車実験による機能検証の結果を報告する。

また導入地域の実状に沿ったシステム仕様の最適化

と、導入効果の評価手法について述べる。 
２．バイモーダル交通システムの概念 

 本報告では、バス車両を基本とし、コンクリート軌

道等の専用走行路上の連結走行と一般道路上の単独

走行の機能を有する中量輸送システムを「バイモーダ

ル交通システム」（以下「BMT：Bi-Modal Transportation 

システム」という。）と定義する。専用走行路におい

ては、非接触式の誘導自動操舵によりレール不要、防

護側壁省略による道路交通との共存、車両間の確実な

機械連結等が特長である。また電動車両とした場合も

架線が不要である。そのようなBMTシステムの技術要

素を図1に示す。 
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図1 バイモーダル交通システムの概念 

 またBMTの地域導入のイメージを図2に示す。都市

の中心から郊外に向けて、まとまった輸送需要がある

区間を専用走向路上の連結走行、それ以遠を一般道路

上のバスとしての単独走行と想定した。 
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図 2 BMTシステムの地域導入のイメージ 

３．検討・試作を行った技術項目 
平成16～17年度に、(独) NEDO技術開発機構殿の補

助事業として、車両メーカ、電機メーカ等と共に、BMT

システムの先行的な研究開発を行い、プロトタイプを

試作した（１）。この先行モデルにおいて、実用化に向

けた課題として残った以下の項目を、新たに平成 20

年度から国土交通省総合政策局受託事業として開始

した本研究における技術課題として掲げた。 

３．１．バリアフリーの低床車両の試作 
車両間連結・誘導操舵技術をバリアフリーの低床車

両で検証するため、新たに小型ノンステップバス（現

在生産中止）をベースとした実験車両（先頭車、次位

車の2両）を試作した。その外観とベース車両からの

主な改造点を図3に示す。改造項目は、後輪アクスル

の交換による４輪操舵化、後述する非接触車両誘導に

よる自動操舵機構と車両制御コンピュータの搭載、機

械式連結器の取り付け等である。 
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